
■会 場：伊勢原市商工会館 ３階 記帳指導室
（伊勢原市伊勢原２-７-３１）

■受講料：無料
■定 員：各回30名

※ご記入いただきました個人情報は、セミナー運営の目的以外に使用致しません。3名様からのお申し込みは本紙をコピーしてお使いください。

伴走型小規模事業者支援推進事業

【講師の紹介】 NPO厚木診断士の会 島﨑 髙偉（中小企業診断士)
「会社の発展は社員のやる気の大きさに比例する」をモットーに、新人・
中堅・管理者育成等階層別研修、経営課題別研修等を通じた人材育成と社
員を活かす人事管理の仕組みづくり等、人創り・組織創りを通じ、企業の
発展をご支援しています。また、個店や小規模事業者の開業・盛業をご支
援するほか、補助金・助成金の申請のサポートをしています。

経営力向上計画作成セミナー申込書

FAX：0463-96-4125 （TEL:0463-95-3233)伊勢原市商工会行

①令和元年10月30日(水) 午後2時～4時
②令和元年11月 5日(火) 午後2時～4時

☆両日とも同じ内容です。ご都合のよい日にご参加ください。

消費税率のUP、人手不足等厳しい環境の中で、経営の持続を図るために販路拡大、
新規顧客の獲得、商品開発、事業の効率化、人材の確保・育成等多くの課題に取り
組んでおられることと思います。
小規模事業者の経営支援のために多くの補助金・助成金が用意されていますが、
補助金・助成金の活用、更には金融機関から融資を受けたい場合も「経営計画」は
必須です。
今回は多くの小規模事業者が活用している「小規模事業者持続化補助金」の概要

と採択審査の加点項目になる「経営力向上計画」について、経営計画作成のメリッ
ト、「経営力向上計画」の作成の方法・留意点を解説いたします。

開催日時

下記申込書に必要事項をご記入いただき、

10月25日（金）までに、FAXにてお申し込みください

お申し込み方法

主催：伊勢原市商工会

受 講 日
（○をつけて下さい）

①10月30日(水) ②11月5日（火）

事業所名

[TEL] （ ）
受
講
者
名

１

所 在 地 〒
２

切らずにＦＡＸしてください。

しまざき たかひで

補助金採択の加点になる！
「経営力向上計画」作成セミナー

【主なセミナー内容】
★経営計画とは
　 その目的と必要性
★�小規模事業者持続化補助

金の概要
★�経営力向上計画の概要と

作成上の留意点



※下記内容は30年度の補正予算で公募された内容です。また、神奈川県が独自に募集
した内容もほぼ同じですが、若干異なっている部分があります。今後の公募要領で確
認してください。

商工会の助言・支援を受けて経営計画を作成し、
その計画に沿って取組む販路拡大、業務効率
化等の費用の2/3を補助し、小規模事業者の活
性化を支援する。

補助率・額：補助対象経費の2/3・上限50万円
（※補助の上限が100万円になる場合もあります。除く、神奈川県の公募）

※下記内容は30年度の補正予算で公募された内容です。また、神奈川県が独自に募集
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販路開拓
・新規顧客の開拓・獲得等を目的
とするチラシの作成・配布
・ホームページの作成・刷新
・新商品、サービスの開発

販路開拓
・新規顧客の開拓・獲得等を目的
とするチラシの作成・配布
・ホームページの作成・刷新
・新商品、サービスの開発

店舗の改装
・バリアフリー化
・トイレの改装
・内装、外装の改善
・新商品の陳列のための棚の購入

店舗の改装
・バリアフリー化
・トイレの改装
・内装、外装の改善
・新商品の陳列のための棚の購入

生産性向上(業務効率化)
・倉庫管理システムのソフトの活
用による配送業務の効率化
・労務管理システムの導入による
人事給与計算業務の効率化

生産性向上(業務効率化)
・倉庫管理システムのソフトの活
用による配送業務の効率化
・労務管理システムの導入による
人事給与計算業務の効率化

商談会・展示会への出展
・新たな販路開拓のための国内
外の展示会等への出展

商談会・展示会への出展
・新たな販路開拓のための国内
外の展示会等への出展

小規模事業者持続化補助金とは

補助となる取り組みの一例

目　的

補助内容

補助対象
事業者

商業（小売・卸売業） 常時雇用する従業員 5人以下

サービス業（宿泊・娯楽業を除く） 常時雇用する従業員 5人以下

サービス業のうち（宿泊・娯楽業） 常時雇用する従業員 20人以下

製造業、その他 常時雇用する従業員 20人以下

（※ 商工会の会員でない方も応募できます。）


